
京都大学大学担教育学研究科紀婆第55号 2則的

児童労働と義務教育
メキンコおよびベル の事例より
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第 1章義務教育と児童労働

1. 教育の義務性

世界人権宣言(1949)はその第26条(教育)において、 「すべて人は、教育を受ける権利を有す

る。教育は、少屯くとも初等白及び基礎的の段階においては、無償でなければならない。初等教

育は、義務的でなければならない」と語っている。すべて白人が教育を受ける権利を有している

こと、初等教育が無償であるべきことに異論はないが、それではなぜ初等教育は義務的でなけれ

ば江らない白であろうか。社会能力を持たない子どもの教育権を保障するために、ともすれば消

極的または怠惰でもあり得るその親や保護者に、子どもに教育を与える義務を課すことは有意義

であり、近代社会における親や保護者四教育義務履行の組織化・共同化事業として、国家がその

遂行を代行することは理解できることである。 LかLそれはあくまで社会や国家白教育授与義務

の遂行であり、子どもの就学・学習を義務化することとは別白ことである。さらに問題はここに

おいて子どもが望む教育が義務化されているのではなく、社会や国家が規定する教育内容が義務

としてすべての子どもに強制されるということである。

その第ーの、そして歴史的な起源と Lての、義務性の根拠は、一部の家庭における子どもを無

教育状態から保護すること、さらには、その多くの場合、家庭労働や児童労働などによる若年者

の社会的搾取から隔離することに求められてきた。前近代において子どもは家庭や地域社会にお

ける重要な労働力であり、少なからぬ家庭収入目提供者であった。子どもを学校などに送り教育

を与えることによって、家庭はそ白収入を失うだけでなく(逸失所得)、新たな教育費用(授業

料、教材質、通学費用、給食費用、宿舎費など)のための支出を生むという、二重の家計負担を

強いる近代公教育は、すべての家庭や社会にとって容易に、そLて直ちに受け入れられる所業で

はなかった。それに対して、多くの近代国家は、子どもたちを一定時間家庭や社会における労働

から切断し、重大な家計負担を受け入れさせるために、教育費用を極力抑えること(無償化)に

加えて、国家権力による罰則を伴った強制力(義務化)を尭動する手段に訴えることになった。

これが義務教育である。

しかし、ここに近代国家がこれだけ白犠牲と労力を費やLて義務教育を導入 Lょうと Lた背景

(目的)は、純粋に国民の教育権利を保障するため、その履行に不安定な場合もあり得る家庭に

代わって事業目代行を請け負うためだけではなく 、むLろこれまで各地域や家庭において、窓意

的に行われてきた非公式かっ無意識の教育の一部を、国家において請け負い、内容を統一し、国

家の定める方法によって教えることによって、国家白求める教育、国民としての教育をあまねく

与え、いわば教育を国家に従属させようという意図が少なからず働いていた。すなわち、こ白過

-15-



京都大学大学院教育学研究科紀要第55号 2009 

程において、子どもの教育権を保障するための教育の義務制が、国家にとって望ま Lい教育をも

れなく全国民に植え付けるため白シスアムに変貌Lていったと言える。

義務教育とは、国家が国民に対して、学校への出席あるいは教育課程の履修を義務づけること

であり 、国あるいは行政組織の法律などにより、一定の年齢にある国民に対Lて強制される就学

もLくは教育課程白履修であり 、就学が強制される場合、就学義務、履修が強制される場合、教

育義務と表現される。義務教育と近似の樋念と Lて、上述白 「公教育」ゃ 「国民教育」があり、

そ白特徴として 「義務性JI共通性JI無償性」が要件とされるが、この特徴についても、必ずL

も全世界において、普遍的に規定される、あるいは観察される特徴ということはできない。

義務教育の教育形態と Lて、学校への就学という方法しか認めていないのが就学義務であり、

日本をはじめとして、韓国、中園、 ドイツ、スペイン、ギリシア、オランダなどがそうである。

一方、一定の条件の下で学校以外の場で白教育も義務教育白履修と認めるのが教育義務の国であ

る。これらの国々にはイギリス、フランス、カナダ、オーストラリア、ベルギ一、イタリア、ポ

ルトガル、ノルウ ェ一、スウ ェーデン、デンマークなどがある。

宗教的マイノリティへ目配慮などから、基礎教育段階において、「義務」制を敷いていない国

は今日においてもいくつかあり、そ白場合、「共通性」と 「無償性」が保持されれば、I(無償)

普通教育」となる。 「共通性」が求められない場合、すなわち一定の条件のなかで異なる教育課

程を認める場合、「分岐制」やストリ ミングの形態をとることもあり、さらには 「学校」とい

う教育形態を外れて選択肢を認める場合(教育義務の国の場合)、ホ ムスク リングやオルタ

ナティプな教育機関による教育までもが義務教育の範鴎に取り込まれることになる。 一方義務教

育であっても 「無償性」が保証されないケースは途上国を中心にかなり存在Lており、形式上無

償であっても、実質的には雑費や給食費などにコストがかかり、経済的な理由による義務の履行

ができない人々が一定数存在している。

さらに各国において、義務教育が果たすべき機能(目標)や内容、形態、その方法においては、

国により、時代により大きな違いがあり、普遍的な定義というも白を設定することは不可能であ

る。子どもがど白ような教育的知識 ・技能を獲得Lたことをもって、義務教育を修了Lたとみな

す白かについても、各国において大きな理念目違いと状況目違いがあり、また国内においてもか

なりの意見の相違が存在する。言い換えれば、義務教育が子どもを児童労働から隔離することの

根拠において、一定の年齢になるまでの期間なのか、一定の年数における期間なのか、あるいは

一定の知識や技能を獲得Lたと見なされるまでの期間なのか、という問題でもある。この議論に

おいて前者は子どもの生物学的成長を重視Lているのに対Lて、後者は子ども白認知的 ・社会的

成長に力点、を置いている。比較するならば、後者は子ども白年齢と教育内容を結び付けない点で

弾力性は大きくなるが、後者においても、修得の基準を教室内での知識や技能に置くか、社会に

おいて自立できるスキルや社会的能力(compe担ncy)の獲得に置くかで、評価や弾力性白度合いは

異なってくる。

(杉本均)
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2.義務教育の機能と 目的

日本において義務教育の目的は、改正教育基本法第5条にある、「義務教育と Lて行われる普通

教育は、各個人目有する能力を伸ばLつつ社会において自立的に生きる基礎を培い、また、国家

及び社会由形成者として必要とされる基本的な資質を養うことを目的として行われるものとするり

とL寸条項に集約されている。具体的には、学校教育法において、保護者にそ白子女を満 6歳か

ら9年間、小学校、中学校等に就学させる義務が課されており、市町村には小 ・中学校を設置す

る義務が課されている。

義務教育の起源的(根源的)な機能(目的)は、学齢期にある子どもを家庭労働 ・児童労働か

ら保護することにあり、就学による子どもの労働に由来する収入の消失と、付加される教育費用

の負担という二重の経済的損失のゆえに就学に消極的な親から、国家権力を用いて子どもを引き

離すための、強制的な法的執行作業であり、 Lたがって日本の学校教育法91条やタイや台湾の法

令にあるとおり、不履行の場合の罰則も規定されている。

しかし、今日の世界18カ国 ・地域にわたる義務教育政策目調査によれば、義務教育の施行に際

Lて、義務性の根拠を、子ども白児童労働から白隔離に求めて明示Lている国は存在Lない。義

務教育の社会的機能については、「国民が共通に獲得すべき知識と技能を保障する」という側面

は多くの国で言及されており、それが国民意識の育成や国家の教育理念の注入という機能を果た

すとすれば、義務教育は基本的に社会的同化機能を有Lているといえる。(杉本均.2凶8)

1990年のタイで行われたジョムティエン会議以降、初等教育の学齢にあるすべての児童を就学

させるというEFA(Educationfor All)という目標は途上国の教育の至上命題とされている。純

就学率において90%以上を達成 Lた固においても、残りの10%の不就学の克服に苦戦する国が多

いが、この10%の人口こそ、同化主義的な義務教育の強制に批判的な民族的 宗教的人口である

場合が多い。この場合、希望するすべての人々を就学させたうえで、さらに残りの人口を強制的

に学校に通わせることは、果たして無条件に追求すべき教育目標かどうかという点で完全な合意

はない。

すでに95%以上の就学率を達成Lていたマレ シアなどは、ごく近年義務教育制度を導入して

おり、その導入目目的には興味深いものがある。 2003年 1月1日から実施された義務教育政策の

目的は、初等教育段階における就学率を上昇させ、教育の普遍化を完全に達成することにある。

教育省は、義務教育政策と関連施策を実施する際に、貧困層、オラシ ・アスリ(マレ一半島部に

居住する先住民族の総称)、遠隔地の子どもをタ ゲット ・グル プと Lていた。(駒川明子，

2日08.251頁)義務教育はその性格上、地域固定性の強い社会事業である。もちろん寄宿舎や通

信制の教育も可能ではあるが、一般的には(とりわけ初等教育では)児童とその家族が学校に通

学できる範囲内の一定の地域に定住することを前提と Lている。マレーシアなどの熱帯雨林に分

布する非定住性白移動部族にとっては、義務教育学校へ白通学の強制によって、彼ら白伝統的な

文化や生業形態白破壊や、世代聞の伝統伝達の分断をもたらす危倶が、同国の義務教育の導入を

遅らせてきた一因と考えられる。

日本における義務教育制度の確立は一般的に190日年の 『第3次小学校令』とされているが、欧

米においては1臼2年にまで遡ることができる。すなわちドイツ中央部のチューリンゲン地方の小

邦、ゴータ公園の領主エルンストによる 『ゴータ学校令J(1642)は、児童は5歳以上12歳以下の子
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どもでいまだ宇田読めない者すべてを就学させる義務を規定し、それを履行Lないものには処罰

を規定していた。奇 Lくも同じ1042年、アメリカのマサずュ セッツ植民地において、両親や親

方に子弟白教育を義務づけた 『義務教育令J(1642)と学校設箇の義務をタウンに課す 『教育告』

(164ηがその晴矢と Lて認められる。(山内芳文2008.59-60頁)州レベル白 『義務教育法』白制

定は1852年でこれもマサチューセッツ州が最初である。(中典子2001.369頁)

一方、アメリカにおける児童労働法は19世紀中頃からコネティカット州、マサチューセッツ州

を初めとする各州で制定され、多くの労働規定が定められたが、戸籍の不備などとともに抜け道

が多く 、また工場での労働以外は規制が及びにくかった。 1904年には全米児童労働委員会が設立

されている。このように義務教育法の成立と児童労働に関する立法は、相互に関連性を持ちなが

らも、基本的には別個に発達してきたと言える。

義務教育は教育の就学率を向上させる強力なシステムであるが、 今回、初等教育や基礎教育の

就学率が100%かそれに近い状況が達成された固においてもなお、義務教育を廃止Lたり、縮小

Lょうと Lている国は見られない。むLろ先進国も含めて、各国の義務教育年限は今なお延長さ

れる傾向や計画が見られる。アメリカでは各州白教育法によって義務教育年齢が定められるが、

多く白州で6-7歳から16-18歳(ミシシッピ 州を除く)まで白9-12年間となっている。イギ

リスにおいては、 1919年に14歳まで、1但4年に15歳までとなり、1972年に5歳から16歳までの11

年間に延長され、(窪田英二， 2008， 77-79頁)将来的には18歳にまで引き上げられる予定である。

フランスでは1959年に16歳までの10年間に延長され、カナダやオ ストラリアでも16歳までから

18歳までに延長される傾向がある。途上国においては初等教育6年聞の義務教育年限を導入Lた

あと、前期中等教育3年聞の延長を行うというバターンが多い。さらに、本稿が注目 Lたメキシ

コにおいては、 2002年以降、義務教育の開始が3歳からに延長された事実がある。

義務教育の年限が子どもを児童労働から隔離する期間という観点、から見ると、義務教育の終了

年限まで、若者自就業を禁止・抑制するという機能を持つことになる。先進国白多くで17歳や18

歳までの義務教育年限目延長田動向が見られるが、この年齢になると児童労働というよりは若年

労働力と Lての年齢層という位置づけになってくる。アルパイトなど白制限的労働は可能である

が、独立した社会の一員としての自覚は正規就職によって大きく自覚されるとすれば、義務教育

が若者の社会体験や社会参加を遅らせるという側面も指摘されている。(杉本均、 2008)

(杉木均)

3，義務教育と児童労働の関係

児童労働は昨今の発展途上国の問題ではない。途上国のみならず先進国でも20世紀初頭まで抱

えていた実態がある CCunningham& ViazZQ， 1996: Weiner， 1991)。ア メリカ、 ドイツ、イ

ギリス、日本で由学校目果たす社会的機能に関して検証を行ったPallas(1993)によると、産業革

命前の多くの社会では、 「家庭」こそ、子どもたちが 「遊びJI学びJI働く」場所であった。こ

のようにかつてどこにでも見られた児童労働が初めて問題視され出Lた白は、イギリスの産業革

命時、子どもたちの低賃金 ・過酷な労働が明らさまになった頃からである。 「児童労働」という

言葉もそこで初めて使われた(Cunninghrun & ViazZQ， 1996: Zelier， 1985: UNICEF 初日5)。

工場労働では、大量生産を可能にする新Lい機械の導入で、そう Lた機械を扱える成人労働者が
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児童労働者の代わりとなっていき、一方では、高度な機械を級うためにも、公教育や資格白必要

性が次第に語われるようになっていった(Horrell& Humpheri田. 1995)。過酷な工場労働の様

子が明らかになり、また、成人労働者の仕事を確保するためにも、 「子どもは学校で学ぶべきで

ある」とされ、アメリカなど産業革命を経た諸国では学校の数が一気に増加 Lた (Kett.1977)。

このように20世紀初頭目先進諸国では、児童労働は産業革命および近代学校教育制度の確立と切っ

ても切り離せないものであった。

昨今児童労働が問題視されるのは、その根幹に貧困問題があるからである。アフリカや(c.f

Canagarajah & Nielsen， 2∞1: Cockburn. 2001: UN1CEF. 2∞5)、南アジア (c.f.Delap， 2日01:

Toor， 2∞1)といった最も多く児童労働が存在する地域において、児童労働は 「主と Lて」貧困

が原因で行なわれ、同時に、児童労働に従事する限り貧困から脱却できないという負のサイクル

がある。さらに子どもは貧困であるがゆえに働き、働くがゆえに学校へ通えず、貧困を繰り返す

という負の連鎖も証明されてきている (Ferguson，2006: Denes， 2003)このような状況におい

て、貧困撲滅と重ねて、 1990年代以降児童労働撲滅が注目されている。

国際機関としてまず初めに児童労働撲滅に乗り出Lたのは、その設立目的の一つが 「成人」の

雇用機会の確保であった1LO(国際労働機関 International Labour Organization)である。

1973年、 lLOは、 15歳を就業の最低年齢とする 「就業の最低年齢条約(第138号条約)Jを発足さ

せた。ところが1970年代-1980年代、この138号条約を批准Lた国は少なかった。批准国が飛躍

的に増加Lたのは、 1989年の子どもの権利条約が世界的に批准され、 EFA(万人のための教育)

運動の普及に伴い、 「子どもの人権」と 「教育を受ける権利」が浸透Lた1900年代頃からである。

「国連子どもの権利条約」は1989年に国連総会で採択された国際条約で、 18歳未満の子どもの

権利を包指的に定めており、そ白第32条第1項に、 「締約国は、児童が経済的な搾取から保護され

及び危険となり若Lくは児童の教育の妨げとなり又は児童白健康若Lくは身体的、精神的、道徳

的若Lくは社会的な発達に有害となるおそれ白ある労働へ白従事から保護される権利を認める」

(外務省公定訳)と定めている。 2006年現在白締約国は193カ国で、主たる非締約国はソマリアと

アメリカである。

lLOは更に、 1999年 「最悪の形態の児童労働に関する条約(第182号条約)Jを発足させた。本

来児童労働撤廃を掲げるILOと、子どもの権利や子どもの 「最善の利益」に注目するUNICEFと

は児童労働に関Lて必ずLも同じスタシスではなかった。 LかLI最悪の形態の児童労働禁止」

という、どんな社会においても合意を得やすい内容により、また、前出の 「教育を受ける権利」

「子どもの権利」の影響を受けて、 ILO白第182号条約はわずか数年で大半の国が批准Lた。世界

の児童労働の約加%を占め、時と Lて有害で搾取的でもありえる農業労働および家庭内の労働を

第182号条約が禁止Lていないことも高い批准率に貢献Lたといえる (Post& Sakurai， 2∞1)。

こう Lた条約が締結される白とともに、国連機関による 「児童労働」白用語や定義が決められて

いった。現在では、下記、図 1が示すlLOの 「児童労働」定義が一般的となっている。 ILC第13

8号条約では、就業最低年齢が定められ、原則15歳未満の子ども由労働を禁止している。軽易な

労働については12歳、危険な労働については18歳(健康 ・安全 ・道徳が保護され、適切な職業訓

練を受ける場合は16歳)未満は禁止と定めている。ただし途上国には例外規定があり、家や田畑

での手伝いや小遣い稼ぎのアルパイトは含まれないと Lている。
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図 ILOによる児童労働の定義

就業ω最低年 軽易な労働 危険を伴わな 危険を伴う労 最悪な形態ω
齢条約にあて い労働 働 労働

はまらないも

の

18歳未満

15歳未満

12歳未満

翻訳は筆者による。灰色の部分が「児童労働」とされている。

(出奥)Understanding Children's Wo巾 12曲3).Underst8nding ChiJdren包 WmコkProject-Fifth 8nd 

Fin8J Pr噌 r酎 R，凹 rtfor Ph8se 1. p.2 

以上述べたように、義務教育の導入と児童労働の撤廃(撲滅)は密接に関連 Lた取り組みでは

あるが、義務教育は児童労働の撲滅のためにだけ導入されたシステムではないし、また逆に児童

労働撲滅の手段として義務教育だけが想定されているわけでもない。しかし児童労働の禁止年齢

と義務教育年齢が一致することが望ま Lいという議論があるように、義務教育の完全実施は児童

労働の撲滅と関連 Lた慨念として考えられている(平野裕二、 2∞4)。

今日多くの国が義務教育白施行原理に子どもの児童労働からの隔離を、その目的と Lて掲げな

くなったといっても、世界において児童労働が根絶されたわけではない。 ILコによれば世界

(2∞4年)で児童労働を Lている15歳未満の児童は1億飴∞万人、そのうち危険で有害な労働を L

ている子どもは1億13日0万人、最悪の形態由労働に従事Lている17歳未満の子どもは840万人と推

計されているIILO.2002. 2∞的。

アジア太平洋地域では5歳から14歳まで由児童白10%、サハラ以南町アフリカでは29%、中南

米 ・カリプ海地域白16%、先進工業諸国でも2%が就労している。そのうち70.4%が農業 ・狩猟 ・

林業 ・漁業の分野で、 8.3%が製造業、 8.3%が卸売業 ・小売業 ・レストラン ・ホテル業、 6.5%が

家事サ ピス労働についている。 (2002年)(ILO駐日事務所 「地域別 ・産業別統計J)

一方、第182号条約では無条件で撲滅すべき 18歳未満の子どもが行う最悪な形態の労働を定め

ている。それらは、人身取引、債務奴隷、強制的な子ども兵士、その他の強制労働、買春 ・ポル

ノ、麻薬白製造 ・密売などの不正な活動、子どもの健康 ・安全 ・道徳を害L、心身の健全な成長

を妨げる危険で有害な労働とされている。(ILO駐日事務所 「条約第138号、第182号J) この条

約白批准国は169カ国 (2∞8年11月)に白ぼっている。

児童労働白多くは搾取的なものであり、なかには人身売買、誘拐 債務奴隷など白強制労働の

ように、無条件で子どもを隔離 ・解放すべき非人道的な活動が多い。しかし、国際的な条約や勧

告において、すべての形態の児童労働が禁止されるべきも白、撲滅すべきものと Lて規定されて

いるわけではない。 「有害となるおそれのある労働」や上述の 「最悪の形態の労働」以外につい

ては、条件付きで認める可能性も残されている。ここで問題は子どもを働かせたい親と、子ども
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を雇いたい雇用主の存在のほかに、自ら働きたいと恩う子どもの存在があることである。児童労

働白 部においては、ある程度目教育機会を保持Lながら、子どもが経済活動を行うことによっ

て収入を得、社会的な自立を可能にするよう屯雇用システムを持つことは許されると考えられる

ケースがある。

近年、子どもの労働経験白重視やキャリア教育の普及などにより、学校教育と労働とを、必ず

Lも矛盾Lた二律背反の活動ととらえる白ではなく 、学校と労働の双方から子どもが学習する可

能性として、労働経験へ白固婦ともいえるような状況も現れている。もちろん、ここでいう労働

とは、上述のような非人道的で搾取的な、危険な重労働ではなく 、子どもの学習スキルと人生ビ

ジョンの統合という理念を持つものでなくてはならない。そのようなシステムの成立条件につい

ては別途慎重に考慮すべきであるが、すでに学齢期の子どもたちの働く権利が主張されている国

や地域、その是非をめぐる議論も存在 Lている。その一方で、lLO、UNICEF(国連児童基金

United Nations Children's Fund)、世界銀行(WorldBank)、UNESCO(ユネスコ、Unit吋

Nations Educational， Scientific and Cultural Organ四 tion)、といった国連諸機関が、児童

労働撲誠白ため白あらたな国際的なイニシアティプ、「グロ パルタスクフォ ス」を発足させ、

貧困撲滅やまた、児童労働の長期的に見た負の教育効果を掲げながら、児童労働を撤廃する方向

に向かっていることも事実である CSakurai，2∞6)。

各国の義務教育学齢人口の純就学率と児童就労の比率を足 Lても1日日%にはならない。しか L

それに未就学 ・非就労人口を足すとおそらく 100%を超えて Lまう。すなわちその、超過分は就

労Lながら就学している人口のダブルカウントであると恩われる。就学と就労の組み合わせによっ

て、この年齢の子どもたちは、(J)就学している者、(2)就労Lている者、(3)就学も就労も L

ていない者、そLて (4)就労Lながら就学Lている者、という4つのカテゴリーが存在Lている。

本稿では、こう Lた児童労働と就学を必ずLも対立的にとらえるのではなく 、一定の条件のもと

で、子どもたち白就学と就労を両立するも白ととらえる取り組みが報告されているケ ススタテ'ィ

として、メキシコとベル を取り上げ、その理論的背景、議論、実態、直面する課題について考

察する。

(杉本均 ・横井里穂)

第 2章 メキシコにおける児童労働と義務教育

本章ではラテンアメリカ固有の文化的背景との関係を顧みながら児童労働問題を考察し、メキ

シコにおける児童労働と義務教育の現状およびメキシコ政府の施策と動向を公式文書を分析Lな

がら検討する。

1.ラテンアメり力における児童労働の文脈 働くことは学ぶことか

ラテンアメリカは他白地域と比較して最も児童労働を肯定的にとらえる文化の存在する地域で

ある。 これは西欧諸国の 「子ども」の認識、「脆弱で保護の必要なもの」が、文化によってはあ

てはまらないこと、また子どもが働くことを、「学ぶことである」とか、「社会化Lていくことの

過程である」と理解することからきており (c.f.Liebel， 2凹3:Bay， 2003: Nieuwenhuys， 1996: 

Nieuwenhuys. 1998) ラテンアメ リカ白特に貧困層の聞ではこう Lた風潮が強い。一例と Lてス
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ウェーデン町Savethe ChildrenがNGOを対象として行なった調査によると (Boyden.19問、

p.24)、「親出子どもに働くように促す白は、家計が助かるだけではなくて、子どもはそう Lた労

働を通して学んだり、また、社会生活に適応していくからである」という項目に対して、ラテン

アメリカのNGO白60%以上が肯定的に答えた。これは、他白どの地犠よりも高い割合でありま

た、閉じ質問に、西欧先進国のNGOは過半数が反対と答えた白と対照的であった。(図2参照)

ラテンアメリカで子どもの労働を親も子どもも比較的肯定的にとらえることは、文化的な価値観

はもとより、義務教育が二部制の学校も多〈、働くことと学校に通うことが必ずLも二者択一で

ないことにもよるであろう。

同様に、ラテンアメリカにはアフリカなどと同様にプロタゴニズモ(主役主義)という考えが

あり、子どもが働く権利を禁止するDではなく逆に守るべきであり、また、働く子どもに大人と

同様の保護を与えるべきである、という考え方が存在する。代表的な例としてLiebel(2003)は、

子どもは「独立した個人であり、自分白人生に対して判断や設計ができる個人である」と表現L

(筆者択)、また、子どもには社会参加を L、社会を変える能力が備わっていることを主張してい

る。こう Lた主張の学者は、 lLOや他の国連機闘を批判し、 rlLOは働く子どもが何を改善L

てほしいか聞くべき Cあり、互いの間 CILOと働く子どもたち〉の閣で意思疎通を取るべきで

あるーと主張している。こうした考えを代表Lたも白として、たとえば、 1994年の酉アフリカ子

ども連合 (WestAfrican Children's Organization)では、 12由子ども由権利が主張され、「尊

敬される権利、読み書きをする権利、遊ぶ権利、自分白意見を主張する権利」などとともに、

「年齢と能力に応じた軽易な労働をする権利Jという子ども由労働する権利を謡っている。中南

米では特にぺルーでこの考えが根強い。その背景に関しては第3章で詳しく記述する。

包2 地場別NGO由児憲労働観

(，，1-，.-酬が時何-帰欄間 ザ橋智m 一一一 一ー司}時70 
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(注)r親が子どもに働くように促す田は、家計が助かるだけではなくて、子どもはそう Lた労

働壱通して学んだり、また、社会生活に適応していくからである」という意見に対する地

域別に見たNGOの回答

(出典)Boyden. 1999. p.24 
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2.メキシコにおける義務教育と児童労働の現状

メキシコは児童労働と教育白問題を考える時、注目に値する国である。いくつかそ白理由を述

べたL、。第ーに、メキシコはlLOの最低年齢就労条約138号条約の批准に至っていないラテンア

メリカ諸国の中では数少ない国の一つである。第二に、産業別に見ると、子どもの農業労働が世

界で最も多い国であることである。世界の児童労働の多くが農業労働を Lていることから、メ キ

シコは典型的な形で児童労働の問題を抱えた国であると言える。第三に、メキシコでは義務教育

政策の改定が1990年代初頭以降に複数回行なわれており、これは児童労働栂絶のイニシアティプ

が世界的に広く普及Lていった時期と完全に一致する。さらに第四の理由とLて、義務教育の開

始年齢と Lては世界最低である 「三歳児」から義務教育を課していることである。最後の理由と

Lて、政局の激Lい国であることである。メキシコは2日日1年に70年ぶりに与党が保守派右派の国

民行動党 (PAN)に交代Lたにもかかわらず、次の選挙では同党のカルデロン大統領が左派(PR

D)の台頭に辛勝Lた(わずか1%以下の差であった)経験を持ち、近年政治面での流動化が見ら

れる。教育政策とは政権交代の際などに影響をうけやすいため (Husen& Postlethwaite， 1994)、

こ白ような国の教育政策は注目することが重要である。以上回ような理由により、メキシコを本

章の児童労働の動向研究白対象とする。以下、 近年のメキンコ白義務教育政策白動向と同園町児

童労働の現状を検証する。

メキシコにおける義務教育は、メキシコ合衆国憲法、および1993年に公布され10年後の2003年

に改正された 「メキシコ合衆国の総合教育法(LeyGeneral de Educacion) Jにより 「すべての

国民が受ける権利」と保障されており、国の行う教育は無償とされている。また義務教育は宗教

とは独立したものであり、現在、初等教育と中等教育が義務化されている。 1993年以降、メ キシ

コでは幾度か教育政策目変遷が見られた。まず、1993年に、それまで小学校のみであった義務教

育期間に、中学校教育も加えられることとなった。また小学校の授業日数も1994年以降年間200

日となり、日本とほぼ同数となった。

2002年、Obligatoriedad(The Law of Obligatory Pre-Sch∞ling)という就学前教育を義務

化する法律が制定され、これにより段階的に2∞9年までに3歳以上の子ども白施設保育が義務化

された。 3歳の子ども白施設保育白義務化は世界でメキシコだけである。ラテンアメリカでは、

就学前教育の義務化がさかんであるが、メキシコがこう Lた早期の施設保育に踏み切った背景に

は 「貧困家庭の子どもの教育を保障L、かっ教育の公平性を保つ」、という大義名分からであっ

た。 CYoshikawaet 8.1.， 2∞7)一方で、現実には3歳児の施設保育に対する親の不安から特に3

歳児の在籍率は低く (25%)、また、子どもを施設保育に預けなくても親に対するペナルティも

ないため、義務化は非現実的であるともとらえられている Cibid..2叩7)。

義務教育の 「形式」にはある意味柔軟性も持ち合わせており、中学入学にあたり卒業試験があ

る一方で、小学校課程を終えていない大人向け白初等教育が存在Lたり、場合によっては中学修

了課程で大学進学が可能な場合もある。上記に加え、先住民族の子どもたちに対Lてパイリンガ

ル教育も施されている(米村、2日日7)。また、多くの公立の小学校や中学校では、午前と午後の

二部制で運営されている一方で、「義務教育期間」と Lては、就学前教育期聞を延長Lている。

次に児童労働との関係はどうであろうか。メキシコ政府が2年ごとに行なわれている国勢調査

結果によると、メ キシコにおける子ども(12歳から14歳)白生活活動は以下の表 1，2の通りで
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ある。 1996年と20但年の調査結果を比較すると、男女ともに労働 Lている児童が減少し、「学校

のみ」と答えた児童が増加している。これは、 1993年にメキシコで初めて中学校が義務教育になっ

てから、ほぽ10年間で在籍率が増加Lたと言える。また軍内労働に従事していると恩われる、

「学校に通っていないし、経済活動も行なっていない」と答えた児童の減少も特徴的である。ま

た、「児童労働者」とされる数は40万人から11∞万人とぱらつきがあり、たとえばユニセフは15

歳未満で働いている子どもを800万と L、メキシコ統計局(INEGJ)は1100万と Lている。これ

は児童労働を抱える他白固と同様に、メキシコでもインフォ マルセクタ で働く子どもの数が

正確に把握Lにくいことが原因とされる。

表 1 メキシコの児童労働の現状子ども(12-14怠}の生活活動(19田年}

経済活動のみ 学校のみ 学校および 学校に通っていないし、経済

経済活動 活動も行なっていない

年齢 M F M F M F M F 

12 3.9 1.6 85.0 83.0 8.7 5.9 2.4 9.5 

13 8.8 5.2 75.7 75.9 12.0 5.3 3.5 13.6 

14 14.3 6.2 68.4 67.3 11.7 4.6 5.6 21.9 

合計

12-14 
9.2 4.2 76.1 75.3 10.8 5.3 3.9 14.7 

表 2 メキシコの児童労働の現状子ども (12-14歳)の生活活動 (20同年)

経済活動のみ 学校のみ 学校および 学校に通っていないし、経済

経済活動 活動も行なっていない

年齢 M F M F M F M F 

12 0.9 0.3 90.6 92.7 6.1 4.2 2.5 2.7 

13 3.5 1.5 84.5 88.6 8.7 1.6 3.2 8.3 

14 8.0 4.1 75.5 自0.4 9.6 4.7 6.9 10.7 

合計

12-14 
4.1 2.0 83.6 87.2 8.1 3.6 4.2 7.2 

(註) 表 1、2共にENIGH.Encuesta Nacional de lngr官 oy G国防 de10s Hogares (翻訳は筆者に

よる)

さらに、労働産業別に見ていくと、メキシコは子どもの農業労働が現在も世界で晶も高い国の

一つであるが、 1996年から2∞4年にかけて農業セクタ で働く子どもの比率が54%から38%へと

減少し、商業や輸送業といった他の経済セクタ (18%から28%)や、サ ピス業その他のセク

タ 03%から20%へ)では逆に増加Lていることが分かった。これは、 1994年、サリナス大統

領により発効されたNAFTA(北米自由貿易協定)により、安価な農作物が大量に輸入されだ L
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たことで、農村部に住んでいた農民の都市部への仕事を求めて移住を招いたことの影響があるも

のと恩われる。 (C剖 ey，in Schmitz et 81. 20日的。 LかLながら12州で行った調査によると、7

歳から14歳までのこどもが日雇い農業従事者白30%を占めていることもわかり 、農業が児童労働

者が最も多く従事する産業であることが明らかになっている (ibid)。

メキシコでも児童労働は貧困と大きく関連している。メキシコの12歳から14歳白子どもの経済

活動を示Lた国勢調査の結果から、家計が貧 Lくなるほど、「経済活動目み」と答えた子どもが

多いことが分かった。これは、Carey(2004，p.125)が、子どもの労働の主要原因をSOClOeconomlC

cnS1S とあげているのと一致する。このように、メキシコにおいても、「貧困 ・児童労働 ・不就

学」、という三つのキ ワ ドが相互に関連 Lていることが分かる。特に義務教育を受けている

年齢層の児童労働撤廃が世界では主流になりつつある中、メ キシコ国内法や政府の児童労働をめ

ぐる施策はどのようになっているのであろうか。

3，メキシコの労働法とメキ シコ政府の児童労働 をめぐる施策

まず、労働法から見るとメキシコでは、メキシコ建国法123条(1917年)およびメキシコ連邦

労働法173-180項(197日年)において、14歳での労働を合法的に認めており、農業や家庭内労働な

どインフォーマルといわれる産業においての労働に関しては、就労年齢の規制は一切存在Lない。

1993年に義務教育化Lた中学校教育の卒業年齢が15歳であるため、ここに1年のずれがある。こ

のような背景もあってか、メキシコは、1LOの第182号条約 「最悪の形態の児童労働に関する条

約J(1999)は、初日日年6月にすぐに批准Lたものの、2∞8年8月現在150カ国が批准Lている、15歳

未満の労働を禁止する第138号条約 「就業の最低年齢条約」の批准に至っていない。こう Lた背

景を理解するにはこの国の児童労働政策史を振り返る必要があろう。

まず、A.D.325年から始まるマヤ時代、その後のアステカ時代は子どもの労働は大人になるた

めの大切な学習過程とされていた。特にアステカ時代、子どもはホを汲んだり、薪を集めたり、

狩猟採集を手伝うことで軍人としての備えができると考えられていた。その後目スペイン支配下

時代には子どもは安い労働力として働かされた。 19世紀初頭(1810年)から始まるメキシコ独立

運動により、奴隷解放が唱えられ、1856年はじめて14歳以下回子どもの労働を禁止する法律が制

定された3 しか Lながら社会は子どもが「勤勉」であることを期待し、子どもの労働を期待し貧困

層の子どもたちが身売りされることもたびたび見られた。 1876年から始まったディアス政権下で

は、子どもは鉄道や港をはじめと Lた建築業の貴重な従事者とさた。続いて1910年から始まった

メキシコ革命期には、子どもは軍人と Lてそ Lてスパイと Lて働いた。その後1917年に制定され、

現在も使われているメキシコ建国法が、初めて労働者の権利を公に認めたものとされている。こ

の建国法により強制労働は禁止され、14歳未満の子どもの労働は禁止された。このように20世紀

初頭の法的規制の制定にもかかわらず、児童労働者数の減少は見られず、197日年代、経済危機を

経た198日年代と増加の一途をたどった。 (Carey，2凶4)

一方でメキシコはサリナス大統領時代田1989年には国連子ども由権利条約 (CRC)を率先L

て批准した国の一つであり、199日年以降、「子どもの権利という言葉は同国のNGOのスローガ

ンや公的文書の中で散見されるようになってきている。また1997年メキシコ政府は、Progrrun

for Education， Health， and Nutrition (PROGRESA)という貧困層支援奨学金プログラムを開
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始 Lた。このプログラムの教育面での目的は貧困層出身の子どもたちを学校へ通わせることで、

規定日数以上通学Lたも自には奨学金を与えた。こう Lたインセンアィプが功を嘉して、児童労

働者数は減少Lた。 LかLながら現在でも、児童労働に対する肯定的な社会的な背景などを理由

に、メ キシコ政府がその撲滅にあまり積極的な施策を示していないため、ここ 10年メキシコ政府

は国連こどもの権手l廃員会から繰り返し批判を受けてきた。

例えば、国連子どもの権利委員会への同政府の公式回答(1)を見ても、まず、 1鈎7年メキシコ政

府は、 「メキシコには総合的に子どもを守るような法律は存在Lないが、80におよぶ子ども白権

利を直接的 ・間接的に守る法律が存在Lている」と回答 Lた。 一方で、インフォ マルセクタ

(段業、路上労働などを含む)においては放任主義を貫き、 「インフォ マルセクタ においては

政府のとれる施策は何もないJ(パラグラフ 149)、「何が子どもたちをインフォ マルセクタ に

導いているのか、誰にも分からないJ(パラグラフ 148)などと公式回答 Lている。これに対Lて、

国連子どもの権利委員会からは、総合的に子どもの権利を連邦レベルで遵守できるような国内法

の制定白必然性および、 1LOと協力Lて、第138号条約の批准を求めるような回答が寄せられた。

このような批判を受け、 2∞0年には大統領選挙の年には、メキシコ市白人権委員会白推薦もあ

り、子どもと青年目権利を守る法 (Leyp町 ala Protecdon de l08 Derechos de Ninas y 

Ninos， y Adol田 centes: Law for the Prot配 tion of the Rights of Children and 

Adolescents)が制定された。 LかLこの法は、 12歳以上18歳未満をadolescentesという言葉で

表現し、 18歳未満すべてを 「子ども」と表現する国連子どもの権利条約と一線を画 L、メキシコ

での 「子ども」が、暗に12歳未満であることを公に宣言Lたものであった。また、この 「子ども

と青年の権利を守る法」には、 「児童労働、先住民族、ストリートチルドレン」といった言葉も

一切出てくることはなく、 「子どもの権利を守っていこう」とよびかける、主として美 Lい語い

文句が並べてあるような法律であった。

続いて2凶4年には、教育面において、国家の推進している 「社会開発 ・人間開発」中心白全国

教育プログラム (2日日1-2∞6年)が教育由貿と適切さ Ccalidady pertinencia)をこころがけ、

とくに周縁的状況にある人々への教育の参入支援や、また、ストリ トチルドレンに対しても、

De 1a calle a 1a vida (From the streets to life)というプログラム白中で、初めて重点がお

かれたことを示 Lた。 LかLその一方で、児童労働撤廃を目指す国連機関の、 ilLOJゃ、イン

フォーマルセクターの言及、また、教育効果との兼ね合いなど一切記述がされず、さらに 「児童

労働は家庭としてその収入が生存のために必要である」旨、記述がされている。(パラグラフ313)。

この2004年の報告書に対Lて、国連子どもの権利委員会は、メキシコ政府が 「子どもと青年の権

利を守る法」の実施を歓迎しつつ、内容的には厳 Lい返答を寄せ、より具体的な 「児童労働者や

そ白就労分野、先住民自子どもの教育に対する詳細な情報などの再提出を求めた。

こう Lたやりとり目中、メキシコ政府目代表者自一人は、 20C陥年4月に行なわれた子ども由権

利委員会の小委員会において、メキシコ由児童労働を肯定的に見る文化背景を以下回ように説明

Lている。 「メキシコ白文化では、子どもが働くことはあたりまえのことである。幾っか由労働

産業セクターにおいては、たとえそれが公的な行政であっても、子どもも含めた個人の尊厳を保

障するものであると考えられている」と説明しており、 lLOの第138号条約を批准するには、何

よりも 「子どもの労働が与える負の影響を理解できるような意識改革」が必要であることを切実
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に訴えた。 このコ メ ントに対 Lて、国連子どもの権利委員会は同国政府の行なっている、

Oportunidades (前山由PROGRESAの改定されたもの)のような人的開発奨学金プログラム(2)

を高く評価する一方で、再度 「子どもの人権」を基本とした諸政策が児童労働を行なっている子

どもたちゃ青虫年の権利を充分に遵守していないことに強い懸念を示 L (2006年6月)、ILOの第

138号条約の批准を一貫して提言し続けている。子どもの権利委員会へ白次回目報告書の提出は2

0[[年であるので、次回のメキシコ政府の回答に注目 Lたい。

メキシコでは1970年代、四人に一人と言われていた非識字者も、1998年には十人に一人となり 、

2日旧年では、15歳以上回非識字者が8%まで減少Lた (EFA Global Monitoring Report、20日8)。

Lかし一方で、児童労働をめぐる施策などに混迷が見られる。児童労働根絶をめざす人権擁護の

運動が国際的に盛んになる中で、メキシコは他のラテンアメリカ諸国とその政策にも一線を画L

ている。 メキシコ政府が同国の義務教育制度との兼ね合いを見ながら今後どのような施策を行なっ

ていくのか動向が注目される。

第 3章 ベルーにおける児童労働と義務 教育

1. ベルーにおける児童労働の社会的背景

(横井里億)

ベル は所得格差の激Lい国であり、社会的分断の歴史は植民地期にまでさかのぼる。一般的

に農村部、とりわけアンデス山岳地帯において貧困率が高いが、ベルーにおいて貧困は都市にも

農村にも存在する。まず農村部においては、 もともと耕地白生産性が低く住民は零細農業を営ん

でいる。 192日年代以降、それらの人々が首都リマを始めとする都市へ、経済的な基盤や手段を持

たないまま移住Lた。都市には移住Lた人々を吸収する充分な雇用が無く 、都市に基盤を持たな

い人々は行商など元手な Lではじめられるインフォ マル ・セクタ で働き、プエプロ・ホ ベ

ン (PuebloJ oven 直訳は 「若い村J)といわれるスラムを形成Lた(福井干鶴、1999、60頁)。

こう Lた社会的背景があり、都市においても農村においても貧Lい家庭では子どもが働き、家計

を助けたり学校へ行く費用を稼いだり Lている。

ベル一国立統計情報院 CInstitutoNacional de Estadistica e Informatica以下INEI)によ

ると、2∞6年にベルーで働く 6歳から17歳の子どもは約217万人であり、同年齢中の約 3割にあ

たる。居住地別に見ると、都市部では10人に 2入、農村部では10人に B人が働いている。また、

年齢によって仕事の種類が異なる。 6歳から13歳では一般的に家族親族の営む経済活動の手伝い

が主で、商業のほか、農場、牧畜などである。これに対LI4歳から17歳では売庖や市場の庖貝や、

サ ピス業、良耕の日雇い労働者、家での労働などを Lている(INEI、Notade Prensa No 

105)。働く子どもが農村部で多いのは、彼らの多くが農業を手伝っているからである。また、I

NEIによると働く子どもの割合は下表に見るとおり増加している。特に低年齢層においてその割

合が増加しており、彼らの就学や親の雇用を支えるような政策の必要性が指摘されている。また、

働く 子どもが増加する背景には、若者が農村から都市へ移住していることや、都市部において親

白収入の無い家庭が崩壊 Lていることが指摘されている。

-27ー



京都大学大学院教育学研究科紀要第55号 2009 

表 3 同年a時中に占める働く子どもの割合

全体(%) 6-11歳(%) 12ー17歳(%)

1993年 7.9 2.5 13.7 

1995年 15.7 6.6 25.1 

1996年 20.8 11.6 30.3 

2001年 26.9 21.7 32.5 

2∞5年(予測) 31.8 泊 8 34.3 

(出奥)1河E1(却02)、pお

ベルーでは 6歳から17歳の子どもの21.1%(2∞1年)が働きながら就学しており(INE1、2口問、

p.22)、ここにはベルーの学校の特徴と経済的状況が反映されていると考えられる。ベルーでは

二部制(午前 ・午後)や三部制(午前 ・午後・夜間)で授業が行われているため学校に通ってい

ない時間に働くことができる。また一方で、公立学校白学費は無料であるものの、教科書などの

学用品を買うためや入学金、 PTA会費などを払うために子どもたちが働いている(川窪百合子、

2日∞、 45頁)。

子どもの活動は大きく分けて教育と労働がある。上記に見たとおり就労 Lながら就学する子ど

もがいる一方で、就学のみが69.4%、就労のみが5.4%、就学も就労も Lていない子どもが4.1%

いる(INE1、初日2，p.22)。ただし、就学も就労も Lていないという分類には、実際は家の手伝

いなどをLている場合があると考えられる。児童労働の定義には子どもの教育を阻害するという

条件が挙げられる場合が多く、この分類にもその一部が含まれる可能性がある。ベルーでは都市

部と農村部という居住地区分自ほかに、国士を 3地域に分けてコスタ(海岸地域)、シエラ(山

岳地域)、セルパ(熱帯雨林地域)とする自然地域区分があり、気候も生活も地域によって大き

く異なる。子ども白活動もこれら 3地域で異なり、 INEI(2凶2)によるとシエラでは50%以上

の子どもが就労と就学を両立Lている州もある一方、コスタでは80%前後の子どもの活動が就学

のみである。また、セルパには就労も就学も Lていない子どもが10%にのぼる州がある。このよ

うに子どもの活動にも地域差が大きく、彼らの直面する問題の解決は一筋縄ではいかない。ここ

で、ベル における子どもの活動を見ていくにあたって、その一つの柱である教育について慨観

Ltこい。

2.ベル における義務教育

16世紀にベル がスペイン白植民地となったころ、先住民酋長の子弟を植民地政府と先住民の

パイプ役とすべく学校が作られた。しか Lこれはあくまで一部白都市でのことで、 一般の先住民

には無縁の話であった。ベル は南米植民地の中心地であったことや、銀の産出により潤沢な資

金があったこと、そ Lてその領土を統治する人材が必要であったこと、さらには単なる植民地で

はなくスペイン王室の王領であったことから、早くも1551年に大学が作られ、それに応じる形で

中等教育が作られてきた。こう Lた中等・高等教育の普及に対して、初等教育には長い間光が当
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たらなかった。ベルーにおける無償義務教育の構想は19世紀初頭の独立直後からあり、それは植

民地白旧体制を内部から崩壊させ、新体制建設由華盤を作ることを目指すものであった。 LかL

そうした構想は実現せず、その後何度も政策が取り上げられるが、予算や自治体白政策実行力の

欠如により進展 Lなかった。また、先住民に対する教育は独立から I世紀ほど経って、目が向け

られるようになった(皆川卓三、 1975、1976)。

本格的に無償の初等義務教育が普及し始めるのは1950年代以降である。とりわけ1960年代には

現在の教育制度目原型となる 6年制初等教育、5年制中等教育が定められ、教育支出も伸び、就

学率が上昇Lた。軍事政権下の1972年に出された教育法では、社会改革を目指して教育の大幅な

制度改革がなされた。例えば、初等教育6年、前期中等教育3年を義務かっ無償の基礎教育とし、

また植民地時代以降禁じられていた先住民言語であるケチュア語での教育を認めるなど、その内

容は国際的に評価された。しかし、教員 ・住民との対話や予算的な裏づけが不足し、またケチュ

ア語話者がスペイン語での教育を望んだことなどさまざまな要因により改革は頓挫Lた(斉藤泰

雄、1998、117-118頁;Post. Da vid、2002、pp.115-116)。この教育制度は徹底せず、1982年に

は再び初等教育6年、中等教育5年という制度に戻った。現行(1993年憲法下)でも 6年間目初

等教育 (6-11歳入 5年間四中等教育(12-16歳入これに高等教育が続く形となっている。中

等教育は前期 2年が共通一般課程、後期 3年が一般課程と技術 ・職業課程の選択過程に分かれて

いる。ただし初等教育から進級試験があるため、年齢は必ずLも上記に一致Lない(田中恵理香、

1998)。また、公立学校は多くが国立であり、学費は無料であるが、前述のように教材やPTA会

費、入学金などがかかるほか、学用品などは個人負担であるため学校に通うために働く子どもも

いる。また、裕福な家庭の子弟は初等教育段階から私立学校に通う。

ベルーにおける就学率は決Lて低くない。 UNESCOによると、2006年のベルーにおける初等

教育租就学率(初等学校在学者総数÷初等教育該当学齢層人口総数X1∞)は116%(男子116%、

女子117%)、純就学率(初等学校在学者自うち法定初等教育学齢相当者数?初等教育該当学齢層

人口総数X1日日)は96%(男子96%、女子97%)、中等教育では粗就学率94%(男子93%、女子96

%)、 純就学率72% (男女とも 72%) である (UNESCOInstitute for Stati曲目、 UlS

STATISTICS IN BRIEF Education in Peru)。ベル では初等教育6年聞のほか、就学前教

育 1年間と中等教育5年聞が義務教育となっている。就学前教育が含まれているのは、従来小学

校低学年段階での留年が多かったため、就学前教育を受けることで以後の教育が円滑に進み、結

果的に以後の中退や留年を減らし、ひいては教育費が削減できると考えられているためである。

(田中恵理香、1鈎8，191頁)。ただし法律で定められていても就学前教育が初等教育就学の必須

条件ではなく 、中等教育に関Lても義務教育とされているものの、すべての子どもが就学Lてい

るわけではない。しかし、ベルーでは教育に対する期待や信頼が非常に高く 、多くの人が教育に

よる社会移動を目指Lている。これは裏を返せば農業や労働など他自分野に期待を寄せられない

ことの現れである CPost.David、2∞2、p.233)。また、多くの子どもが学校に通うようになっ

た一方で、留年や都市部と農村部の教育整備の格差などは依然と Lて大きな課題である。
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3.働く 子 どもたちの組織化

児童労働と教育との飼わりは古くて新Lい問題である。古いというのは、近代教育制度が 般

化する前は子どもの活動には当然仕事が含まれていたであろうということであり、新しいという

のは、国連子どもの権利条約(1989年採択)に代表されるように、子どもの活動として教育が不

可欠なものとされ、子ども白教育や心身の発達を阻害するような労働に特に批判が向けられるよ

うになったということである。

1970年代以降白ベル では働く青少年の組織化が大きな運動となっていくが、これは1980年代

目経済危機や1鈎D年代におけるフジモリ政権期に新自由主義的政策が取られ、非正規雇用が増加

Lて親の収入が不安定化Lた影響により、働く青少年が増加Lたことに伴っている(小倉英敬、

2日師、 242-243頁)。ナソップ (MNNATSOPニMovimientoNacional de N面白 Ninasy 

Adolescent田 TrabajadoresOrganizados del Peru ベルーの働く子ども ・若者の全国運動)

は1976年に結成されたキリスト教系の働く青少年たち白運動体マントック (MANTHOCニ

Movimiento de Adolescentes y Ninos Trabajadores Hijos de Obreros Cristianos キリ

スト教者自息子である働く若者 ・子ども白運動)に端を発する。 1996年にマントックを含む30以

上のN口0によって結成されたナソップには、現在全園田1万4曲0人の働く子どもたちが参加Lて

いる。ナソップは働く子どもたちによって運営される彼ら自身の自治組織であり、全国レベルの

運動体である。運動には大人も参加するが、彼らは運動の代表者や指導者、後見人、代理人など

ではなく、あくまでコラボラド レス(協力者)としての役割の中にとどまる。ナソップ白地方

集会は園内の Bのエリアで開催され、それぞれの集会に各拠点の代表が参加し、各地域の活動内

容の評価を Lたり、 2年ごとに開催されるナソップの全国集会に参加する代表者を選んだりする。

これらの代表、そして代表を選ぶのもまた、もちろん子どもである。

ナソップにおいて、こう Lた子どもを主体と Lた活動の基本にあるのが、プロタゴニスモ (P

rotagonismo主役論(社会的主体論))と呼ばれる考えである。プロタゴニスモとは、 197日年代

のベル における大衆運動の高暢の中で主張された 「民衆主役論 CProtagonismoPopular) J 

に刺激されて、 1976年にマントックが結成された際に考案された 「働く青生年目主役論」白延長

上に完成された慨念である(小倉英敬、 2005、243頁)。プロタゴニスモは、大人を中心と Lた援

助主義や保護主義によって子どもを客体とするのではなく、大人も子どもも分け隔てなく社会に

働きかける 「主役」であることを意味する(川窪百合子、 2田1、8-9頁)。

ナソップの活動の目的は、働く子どもを含めたすべての子どもの権利を社会一般に認識させる

こと、それらが侵害されないように保護することである。ナソップの活動は子どもの 「労働から

の保護」を求めているのではなく、 「労働による搾取からの保護」を求めている。そ Lてこの目

的を達するためには、子どもたちの尊厳や権利が重要であると白認識のもとに活動している。

働く子どもたちにとって教育は将来より良い仕事を得るため白手段である COveido，Jose. P、1

998、p自のため、彼らは教育を重視する。しかし彼らが就学する上で直面する問題は先に述べ

た金銭的問題にとどまらない。例えば、働かなければならないため、宿題をする時聞が多く取れ

ないことや、夜遅くまで働いているため次の目白授業に間に合わない、といった子どもたちの労

働から来る問題のほか、教師が一方的に話L、個々の子どもの状況を考慮Lないという教授法の

問題がある (Cha団 l阻na.Juan、2日00、p.76; Swift， An血ony、200口、 pp.99-173)。
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ナソップに加盟する団体には働く子どもたち白ための学校を持つものもあり 、そつした学校は

上記自問題を解決する目的で作られ、政府の認可を受けている所もある。例えばjトソップに加盟

するマントックは1986年リマに学校を設立し、その経験を元に1990年代にもペル 北部のカハマ

ルカ州やアマゾナス州などにも学校を設立Lている CCussianovich，Alejandro、2006、pp.465

479)。ここでは働く子どもたちのニーズに合わせて、算数や国語は市場で働く白に役立つように

教えられ、またそう Lた科目に加えて、洋裁やコンピューターなど生活に役立つものが取り入れ

られている(JII窪百合子、 2∞1、6頁)。しかし、ナソップの教育は学校における知識や技能の習

得だけにとどまらないだろう。働く 子どもたちが組織を作って活動することによって、自分たち

の主張や立場を明確に L、問題解決を訴えていくといった経験自体が、子どもたちの成長に大き

な効果をもたらすものと恩われる。

4.児童労働に関する立場の対立

前項で取り上げたナソップの 「働きながら学ぶ権利を求める」という活動方針は、児童労働の

撲滅を目指すlLOなどとの立場と対立している。この対立白原因の一つは児童労働の定義自体が

あいまいであり、現在ある児童労働白多くが子どもに害を与えない軽易な労働と、子どもの発達

に悪影響を及ほす労働との聞にあるためである。また他の原因としては、子どもがどの程度発達

Lているかを年齢によって計るか、その子どもに何ができるかによって計るか、という考え方の

違いがある。年齢によって計る場合は、例えば就業最低年齢が定められると、現実に働いている

子どもがその法の保護から外れて Lまい、かえって社会の目白届かない悪条件のもとで働かされ

る恐れがある。

近年国連をはじめとする国際機関によって出される各種目人権宣言、条約の類は人権の普遍性

を想定し、国際的統一基準白作成を目指してきた。 LかLこの基盤にあるのが西洋的な個人観で

あり、子ども由権利条約もそう Lた制約を免れ得ない(前平泰志、1997)。子どもの権利条約は

世界中田子どもについて語る上で欠くことのできないも白となっている。しかし、これは 「子ど

も時代の単一モテ'ルを全世界に、とりわけ南の国々に押し付けることが望ま Lいという信念四最

も進歩Lた形であるJ(Nieuwenhuys， Olga、1998、p.271)と批判されている。 また、適切な

子ども時代を普遍化するということは、適切ではないものを否定していくということである。子

どもを保護するという視点に立った場合、ある一定の年齢以下回子どもには家庭内での手伝いな

どが望ま Lいとされている。 Lかし、子どもが好む白はそういった無償労働ではなく 、自分自欲

Lいものを手に入れることができる有償労働であり、子どもだからといって無償労働に押し込め

ておくことはそのまま子どもの立場を弱めることにつながる (Nieuwenhuys，Olga... 1998)。

子どもたちが働かなければならないという前提において、彼らが働きながら学ぶ理由がいく つ

か見いだされている。まず、先述目通り教育を受けることによって将来、 より良い仕事を得るこ

とが期待されている。また、公立学校では授業料は無料だが、教材やPTA会費、入学金、学用

品を負担するため、すなわち学校に行くために働く子どもがいる。そして家族全員が働くことで

やっと生活ができる環境で、家庭内にせよ家庭外にせよ、働くことによって子どもたちは家族を

助けることができ、またあるいは自分の必需品を買うことができるということが挙げられる。こ

れにより彼らは自信や自立心を得る(荒木重雄、1997)。
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一方で、 「現在の路上での児童労働は子どもが誰かに雇われてなされており、おそらくそれが

将来誰かに雇われる 「準備」白手段となっているJ(Ordooez， Dwight削 dMejia， Maria del 

Pilar、199目、 p.59)として、児童労働が 「貧困の再生産」につ屯がるという指摘がある CPost.

David、2∞2、pp.55-56)0 Lかし、子どもたちを労働から排除することもまた彼らを大人に従属

させることになる。彼ら由自律性を認めたうえで、保護される対象として白 「客体」ではなく自

らの状況を変革させる 「主体」と Lて子どもが自らの置かれた状況改善に取り組むことが重要な

のである 3

ベル において自らの権利を主張する子どもの団体があるのは、彼らの意見が尊重される土壌

があるからというよりむ Lろ、彼らが日常的に耳目い立場におかれているからである。教育もまた、

彼らが自らの置かれた状況を改善する道具や考えを身につける手段でなくてはならない。

(工藤瞳)

おわりに
本論は義務教育と児童労働の関係について、国際的動向と中南米諸国の事例から考察してきた。

まず義務教育の世界的動向とそ白機能、普及の目的について考察Lたあと、児童労働白起源と現

状、それに対する国際機関の施策を中心に検討し、義務教育と児童労働が必ずLも二者択一の慨

念ではないことを論じた。両者の関係を考察するうえで、有益な事例と Lて中米および南米諸国

から、メキシコとベルーの事例を取り上げ、比較的な視点、から分析Lた。

義務教育の完全普及と児童労働の撲滅は、識字の獲得とならんで現代国際社会の子どもの福利

に関する重要目標である。 21世紀への変わり目をはさんで、国際社会はこの目標に一定の前進を

果た Lたが、アジア、アフリカ、ラテンアメリカの一部地域を中心に、この目標達成になお大き

な障害をかかえる国々が多いばかりでなく、義務教育の普及と児童労働白改善率や理念において、

各国の建前と実態の聞にも草離があることが確認された。すなわち、義務教育については、その

定義上、該当年齢の子どもを (強制力を以て)全員就学させることを意味 しているが、事実上多

数回子どもの就学が達成されていないばかりか、残りの人目白就学にはこれまでの何倍も由労力

とコストを要することが予見され、またマイノリティの生業形態や伝統文化目伝承を妨げる危1険

性も指摘されている。また多くの固にとって、教育インフラ白地域格差は深刻な問題で、施設 ・

設備の未整備や教育資源や有資格教員の不足なと'のために達成できない義務教育の目標に対Lて、

義務教育の弾力的運用という表現で、不完全な実施を 「規制緩和」のー形態に擬態する現状が見

られた。

一方、児童労働についても、それが子どもたち白就学を妨げるだけでなく、その健全な発達や

健康にとって有害である場合が多く、場合によっては反社会的産業や犯罪に荷担させられるケ

スもあり、国連やILOなどを中心のそ白廃絶への努力が続けられている。 Lかし一口に児童労働

といっても、その子ども白年齢や労働内容(危険性、過酷さ、犯罪性など)によって、様々なカテ

ゴリーがあり、どのレベル白どのカテゴリーを禁止するか、あるいは優先的に廃止を目指すかに

おいて、先進国と途上国、途上国のなかでも相互に見解に差があり、理念と実態の軍離を生む原

因となっている。本論では、途上国のなかでも児童労働の比率の高い、中米からメキシコと南米

からベル をとりあげ、両国の実態とそれに対する政府やNGCの取り組みについて検討Lた。
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メキシコは3歳からの義務教育を導入 Lているにもかかわらず、 lLOの最低年齢就労条約を批准

Lておらず、子どもの農業労働が世界でも晶も高い国の つである。義務教育白終了が15歳であ

るのに対して、メキシコ連邦労働法において14歳の労働を合法的に認めており、ここにすでに矛

盾があるコ園内法の不備などに対する国際的な批判に対して、メキシコは政府レベルでいくつか

の改善プログラムを実施Lながらも、家庭の生存のために児童労働を肯定的に見る文化の存在を

主張するなど国際動向と一線を画Lている。(第2章棲井)

一方、ベル はlLOの最低年齢就労条約を批准しているにもかかわらず、児童労働の比率は高

いだけでなく、その比率は毎年上昇している。児童が労働に関わる比率はII歳以下で約泊%、 12

-[7歳では34%に及んでいる。しかし就学率が極端に低いわけではなく、その結果、働きながら

学ぶ子どものカテゴリ も大きく 21%に遥Lている。ベル においては、働きながら学ぶ子ども

の組織化がマントックと呼ばれるNGOなどを中心に進んでおり、 一定の条件のもとで、子ども

の自立と就学の促進 ・持続のための就労を認めるよう、全国的なネットワークを展開Lている。

(第3章工藤)

メキシコ、ベル 両国の児童労働と義務教育に関する見解や取り組みについては、国内田さま

ざまなレベルやセクションをカパ する全体像の把握が困難であるため、比較分析にはより広範

囲なデータがさらに必要である。児童労働が子どもの就学を阻害し、多くは有害であることにつ

いて両国は認めながらも、 一定の留保を主張している。すなわち教育は無償義務教育といえども

実際には様々な経費のかかる消費活動である。労働は正常な活動においては収入をもたらす生産

活動である。従ってその経費を他のいかなる方法によっても工面できない子どもが、教育費用を

含めた生活費を労働による収入によって工面Lた場合、教育と労働はかならずLもあい矛盾する

排反的慨念ではなく、就労が就学を促進し、場合によっては就労が就学を可能にするという関係

もあり得ることを、両国の事例は指摘Lている。

この留保の形態において、メキシコは政府レベルで、児童労働を全面的に禁止Lょうとする国

際機関白勧告に反論Lている。国際機関白さだめる子ども白年齢規定 ([5歳も Lくは義務教育修

了年)とメキシコの労働法による労働禁止年齢目違いなども持ち出Lて、国際機関などからの批

判をかわそうとする動向が見られる。ベル 白場合は、政府がILC条約を批准Lていることもあ

り、こう Lた主張はNGOといった非政府レベルにおいてより積極的であると見られる。なによ

りも国際社会においても各国においても、児童労働と子ども時代の定義があいまいで多様である

ことがこの問題を困難に Lている。また国際的な条約や条例が先進国の主導において定められて

いるが、これが 「子どもの労働を肯定的に見る文化背景J(横井2章(メキシコ))の存在や、 「子ど

も時代の単一モデルを世界に、とりわけ南の国々に押しつけJ(Nieuwenhuys. Olga， 1鈎8、p.2

71、工藤3章(ベルー)にて引用)ているのではないかという指摘は、義務教育と児童労働の関係を

検討する上で重要な指摘である。

(杉本均)
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本文註

註(1)国連子どもの権利委員会は、批准固に5年に1度の報告書の提山を義務付けており、メキ

シコは1997年と2日04年(提出が2年遅れた)に提出済みである。

註(2)教育、栄養、健康の3分野にまたがる援助政策でPROGRESAとして始まった。例えば

学齢期の児童が85%学校に出席すると、その家庭に現金、物、サ ピスなど白学校給付

金を支給している。学校教育促進を目標には Lているが、児童労働と白関連記述は見ら

れない。
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Child Labour and Compulsor y Educat ion : 
Case Studies from Mexico a nd Peru 

Hitoshi SUGIMOTO, Riho SAKURAI, and Hitomi KUDO 

This paper explores the politics of child labour and compulsory education in Mexico 

and Peru. highlighting the trajectories of compulsory education and the worldwide child

rights movements. Mexico and Peru are selected as they have contrasting child labour 

policies despite the similarities in geography and child labour profiles. 

While Mexico extended compulsory education starting the age of three, and the 

government has been strongly encouraging children's human rights, the country has not 

yet ratilied the ILO's Minimum Age Convention 138, which forbids labour for children 

less than 15 years of age. Lenient standards for child labour result partially from 

disseminated cultural traditions that children's work is beneficial for their personal and 

social development. 

Peru ratified the Minimum Age Convention 138 in 2002, yet the concept of 

protagonismo, the capacity to participate in society and transform it forcibly remains . 

Major advocates are the local NGOs and working children who argue that children 

should be perceived as independent individuals who can judge and design their own lives, 

including continuation of work . 

The paper concludes that child labour and education policies are complex and that 

examining the relationship between compulsory education and child labour requires in

depth cultural analysis as well as policy analysis . 
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